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Ⅰ 独立行政法人造幣局の概要 
 

 

１．業務内容 

 

（１）目的 

 

独立行政法人造幣局（以下「造幣局」という。）は、貨幣の製造等を行うとともに、

貨幣に対する国民の信頼を維持するために必要な情報の提供を行うこと等により、

通貨制度の安定に寄与することを目的とする。 

造幣局は、このほか、勲章、褒章、記章及び金属工芸品の製造等並びに貴金属の

品位の証明等であって、公共上の見地から必要とされるものを行うことを目的とす

る。 

（独立行政法人造幣局法第３条） 

 

（２）業務の範囲 

 

イ 貨幣の製造、販売及び鋳つぶし 

ロ 貨幣回収準備資金に属する地金の保管 

ハ 貨幣に対する国民の信頼を維持するために必要な情報の提供 

ニ 勲章、褒章、賜杯、記章及び極印の製造 

ホ 公共上の見地から必要な金属工芸品の製造及び販売 

ヘ 貴金属の精製及び品位の証明並びに地金及び鉱物の分析 

ト 前各号の業務に関する調査、試験、研究又は開発 

チ 前各号の業務に附帯する業務 

リ 前各号の業務の遂行に支障のない範囲内で、外国政府、外国の地方公共団体、

外国の中央銀行、国際機関その他これらに準ずるものの委託を受けて行う当該外

国政府等の貨幣の製造、販売及び鋳つぶし、勲章その他の金属工芸品及び極印の

製造並びに貴金属の精製及び品位の証明並びに地金及び鉱物の分析 

ヌ 前号の業務に関する調査、試験、研究又は開発 

（独立行政法人造幣局法第１１条） 

 

２．事業所の所在地 

 

   本  局（主たる事務所） 

〒530-0043 大阪府大阪市北区天満１丁目１番７９号 

電話番号  06-6351-5361（代表） 
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東京支局 

〒170-0013 東京都豊島区東池袋４丁目４２番１号 

電話番号  03-3987-3131（代表） 

 

広島支局 

〒731-5128 広島県広島市佐伯区五日市中央６丁目３番１号 

電話番号  082-922-1111（代表） 

 

３．財政状態及び運営状況 

（単位：百万円） 

区   分 平成１６年度 

売  上  高  35,021 

営 業 利 益   4,142 

経 常 利 益   4,274 

当期総利益   4,214 

総 資 産 109,514 

純 資 産  74,632 

 

４．役員の状況 

（平成１７年３月３１日現在） 

役 職 氏   名 任   命   日 備 考 

理事長 西原 篤夫 平成１５年 ４月１日 常 勤 

理 事 建部 和仁 平成１５年１０月１日 常 勤 

理 事 荻原 鉄夫 平成１５年 ４月１日 常 勤 

理 事 盛田 慎一 平成１５年 ４月１日 常 勤 

監 事 有賀 熙雄 平成１５年 ４月１日 常 勤 

監 事 新居  健 平成１５年 ４月１日 常 勤 

 

５．職員の状況 

１,１２８人（平成１７年３月３１日現在） 

 

６．設立の根拠となる法律名 

独立行政法人造幣局法（平成１４年法律第４０号） 

 

７．主務大臣 

財務大臣 
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８．沿革 

明治 ２年２月 ５日（旧暦） 太政官中に造幣局設置 

明治 ２年４月 ８日（旧暦） 会計官に転属 
明治 ２年７月 ８日（旧暦） 大蔵省設置とともに同省所属となり造幣寮と 

改称 

明治 ４年４月 ４日     創業式を挙行 

明治１０年１月１１日     造幣局と改称 

昭和２４年５月３１日     大蔵省の外局となり造幣庁と改称 

昭和２７年７月３１日     大蔵省の附属機関となり造幣局と改称 

昭和５９年７月 １日     大蔵省の特別の機関となる 

平成１３年１月 ６日     財務省の特別の機関となる 

平成１５年４月 １日     独立行政法人造幣局へ移行 
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Ⅱ 平成１６年度に係る業務の実績 
 

 

１．業務運営の効率化に関する目標を達成するために実施した措置 

 

（１）組織の再編等 

 

①事業部的組織への再編等 

独立行政法人移行時に組織再編した事業部的組織の更なる定着を図るために、

本局の総務部、事業部、貨幣部及び研究所による３部１所体制と支局の実施部門

を含めた全局的な業務体制が円滑に機能しているかどうかについて、組織内のヒ

ヤリング等により検証を行い、所要の見直しを実施しました。 

 

  ②組織等の見直し 

人員計画については、限られた人員規模の中で効率的・効果的な事業の実施が

図られるよう、必要に応じて見直しを実施しました。 

また、間接部門の１６課・室では、係単位の所掌事務を廃止したスタッフ制を

活用し、より一層の機動的な業務運営に努めました。 

具体的には、危機管理に適切に対処するための体制整備、各事業部門における

調整機能の充実強化を図るための見直しを行いました。 

 

  ③その他 

造幣事業全体として認証を取得した ISO-9001 について、この認証を確実に維持

するよう努めるとともに、業務運営への充分な活用を図りました。 

 

（２）業務処理・製造工程の効率化 

 

平成１５年度に導入した内部管理予算制度及び標準原価制度が執行単位、製品

単位のコスト意識の徹底に貢献したところですが、引き続き同制度を活用するこ

とにより、経費の効率的使用及び製造コストの削減に努めました。 

また、同じく平成１５年度に稼動を開始したＥＲＰシステム（基幹業務システ

ム）については、導入２年目であることから、より一層の定着及び月次管理への

活用等その有効活用に努めました。 

製造工程については、マシニングセンタ等の自動化機械の活用範囲を広げるこ

と等による省力化の推進や作業方法の見直しに努めるとともに、貨幣検査の自動

化に取り組みました。 

更に、局内ＬＡＮの活用による事務処理の迅速化、簡素化、文書資料の電子媒
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体化等により管理事務の効率化に努めるとともに、本支局間の会議にはテレビ会

議システムを活用し、意思疎通の迅速化を図りました。 

業務改善活動については、より提案がされ易い環境整備として平成１５年度か

ら実施を開始した、局内ＬＡＮを活用した電子媒体による提案方法も活用するこ

とにより、業務改善活動をより一層効率的に推進し、平成１６年度中の提案件数

が２９０件以上となるよう努めた結果、５３０件となりました。 

 

（３）人材の有効な活用 

 

限られた人員規模の中で効率的、かつ、効果的な事業運営を行うため、造幣局

研修所が実施する各種内部研修や外部研修への参加（３２件、延べ１,４２８名）、

業務に関連する各種資格の取得（５５種、延べ２０７名）等を通じて職員の資質

向上を図りました。 

また、能力、適正等を重点においた人材の登用と適材適所の人事配置を行うこ

とにより人材の有効活用を図りました。 

なお、人材の有効活用にあたり、職員の業務遂行能力等の向上を図り、特にマ

ネジメント面の教育を強化するため、独立行政法人のマネジメント、コンプライ

アンス（企業倫理）及び危機管理に関する研修を実施しました。 

 

（４）内部管理体制の強化 

 

不測の事故を防止するため、各工程､各部門において管理区域への入退出の管

理及び物品の管理責任を明確にした徹底的なチェック体制を構築するとともに、

セキュリティ－及び警備体制をより一層強化することによって内部管理体制の

強化を図りました。 

特に、貨幣製造工程においては、工程間での物品の移動に際しての数量管理の

徹底や、管理区域への入退出時の個人認証登録によるセキュリティーチェック等

警備体制の強化を図り、製造工程内の物品の管理を万全に行いました。 

また、貨幣の偽造防止技術に関する情報は、流出すれば真貨に近い偽貨の製造

が可能となり、通貨の信認に深刻な影響を与えかねないものであることから、研

究開発に関する技術情報の管理方法に従い、その厳正な管理に努めました。 

更に、危機管理については、これに関する計画の充実に努めるとともに、その

実効性を確保するため定期的な訓練等を実施しました。 

 

（５）経費の削減 

 

業務運営の効率化の進捗状況を測定するため、固定的な経費を指標としていま

すが、内部管理予算制度の活用による経費の効率的使用に努めた結果、平成１６
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年度の固定的な経費は、予定額の１８６億円を下回り１８４億円となりました。 

 

２．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めに実施した措置 

 

（１）貨幣の製造等 

 

  ①高品質で純正画一な貨幣の確実な製造 

   

イ．財務大臣の定める製造計画の達成 

作業の進捗管理、在庫管理等については、生産管理システム及び平成１５年

度に導入したＥＲＰシステムの運用により、予定と実績の差異を確実に把握す

ることにより、期日管理を含めた生産管理体制の一層の充実強化を図るととも

に、設備管理については、法定点検だけではなく予防保全の観点からも製造設

備の保守点検を定期的に行いました。 

これらのことにより、製造体制の合理化、効率化を図りつつ、貨幣を安定的、

かつ、確実に製造し、財務大臣の定める製造計画１,２１８,４３１千枚の貨幣

製造を確実に達成しました。 

 

ロ．柔軟で機動的な製造体制の構築 

緊急の場合を含め、当初予見しがたい貨幣製造数量の増減や記念貨幣の追加

発行などによる製造計画の変更にも対応できる柔軟で機動的な製造体制の構

築に努めることとし、貨幣部門における技能研修を実施すること等により、溶

解工程から圧印検査工程までの幅広い業務に関する知識や技能を習得した職

員の養成に努めました。 

また、業務運営の一層の効率化の観点を考慮しつつ、業務実態を踏まえ、規

則を見直しました。 

 

ハ．純正画一な貨幣の製造 

品質マネジメントシステム ISO-9001 を活用し、品質目標を定める目標管理

制度や品質マニュアルにより標準化を図ること等により、品質管理体制を充実

させ、引き続き純正画一な貨幣の製造を行いました。 

 

ニ．損率改善 

日々における各製造工程の損率把握と分析を行い、その情報の関係課へのフ

ィ－ドバックを毎週行うことを通じて、仕損率の改善に努めました。 

この結果、損率改善の指標として、溶解から圧印・検査工程までの全ての工

程を造幣局内で行っている５００円ニッケル黄銅貨幣の仕損率が、平成１３年

度の実績値である５.２％以下となるよう努めた結果、０.９％となりました。 
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②偽造防止技術等の効率的かつ効果的な研究開発等 

 

研究開発については、新しい偽造防止技術の研究開発、新製品開発に寄与する研

究開発及び各事業分野に共通する合理化・効率化に寄与する研究開発の３つを基本

方針とし、この基本方針に基づき、費用対効果及び民間からの技術導入も勘案しな

がら、２８件の研究テーマについて、具体的な研究開発計画を策定し、調査及び研

究開発を実施しました。 

また、流通貨幣及び記念貨幣に関する国内外の種々の情報や金属加工及び試験分

析等に関する幅広い分野の情報を調査・収集し、これらを整理して２０８件のデー

タベース化を図るとともに、得られた情報を行政部門を含む国民各層に還元するな

ど積極的に業務に活用しました。 

更に、平成１６年３月に開催された第２３回世界造幣局長会議は、わが国が議長

を務めたところであり、議長国として得た経験、ノウハウを活用しつつ、引き続き

諸外国との間において、偽造防止技術、貨幣製造技術及び分析技術等に関する最新

の様々な情報を交換し、造幣事業に関する国際交流に努めました。 

また、国内外の会議、学会等での発表・参画については、平成１６年度中に１０

件以上となるよう努めた結果、実績は１５件となりました。 

 

③貨幣の信頼を維持するために必要な情報の提供 

 

国民各層、特に若年層に造幣事業や貨幣に関する知識、理解及び関心を深めてい

ただくこととし、造幣局のホームページの子供向けのペ－ジに自由研究等に役立つ

ような貨幣に関する情報を追加掲載する等、情報提供を充実するとともに、造幣博

物館収蔵の古銭等を歴史的背景を含め照会することにより、貨幣収集家だけでなく、

歴史ファンにも魅力のあるペ－ジづくりを行いました。 

更に、造幣博物館について、わかりやすく魅力的は博物館とするため、展示レイ

アウトの変更及び展示物の入替え等を行いました。 

また、工場見学の積極的な受入、造幣博物館の展示内容の充実及び地方博覧会等

への出展とともに、桜の通り抜け等のイベントの機会を活用して、造幣局と国民と

が直接触れ合う機会を幅広く提供しました。 

 

④貨幣の販売 

 

貨幣セットの販売に関しては、採算性の確保を図りつつ、国民のニーズに的確に

対応するよう努めるとともに、海外ディーラーの活用方法をさらに一歩前進させる

べく、ワールドマネーフェア等海外における展示会等へ積極的に参加し、貨幣セッ

トの海外での販路拡大に努めました。 

 



 8

イ．国民のニーズに的確に対応した貨幣セットの販売 

国民のニ－ズに的確に対応した貨幣セットの販売を行うとの方針の下、キャ

ラクタ－メダル入り貨幣セットとしてハロ－キティ誕生３０周年を記念した、

ケ－スに工夫を施したミントセットを販売したところ、大きな反響があり、２

０万セットの販売予定数に対し約２２．５万セットを販売しました。 

また、プロ野球７０周年記念プル－フ貨幣セットを、５万セットの販売予定

に対し約６万セットを販売する等，計画を上回る販売実績となりました。 

更に、より一層のサービス向上を図るために平成１５年度から実施した、コ

ンビニエンスストアでの入金やクレジットカード決済、さらにインターネット

販売や決済については、顧客サ－ビス向上の観点から、個人情報の管理に留意

しつつ適切な実施に努めました。 

また、国民のニーズを的確に把握するため、貨幣セット等の購入者及び公共

イベントへの出展時の来客者をはじめとする顧客に対し、マーケティングのた

めのアンケート調査を実施し、顧客満足度として５段階評価（１：不満足、５：

満足）で、目標の４．０を上回る４．２の結果が得られました。 
なお、アンケ－ト調査の結果につきましては、貨幣セットに対する国民のニ

－ズや市場動向の的確な把握と国民へのサ－ビスの向上に活かすよう努めま

した。 
 

ロ．記念貨幣の適正公平な販売 

国家的な記念事業として発行された２００５年日本国際博覧会記念貨幣と

中部国際空港開港記念貨幣については、販売要領を公表（新聞発表）するとと

もに、新聞広告やインタ－ネットへの掲載を通じ、記念貨幣の抽選による販売

方法を広く国民に案内しました。 

その結果、販売予定数を上回る購入希望が寄せられたことから、一般顧客を

抽選者として招き、関係者及び第三者の立会いの下、公開の抽選会により公平、

厳正な抽選を行って購入者を決定し販売しました。 

 

⑤地金の保管 

 

財務大臣から保管を委託された貨幣回収準備資金に属する地金の保管について

は、地金保管庫等における施錠・警報装置の確認、並びに個人認証システム等によ

る入退室者のチェックを確実に実行するとともに、日々の地金の入出庫を常に帳票

等で把握し、受払毎及び月末に保管地金の在庫確認を行い、保管地金の管理に万全

の注意を払いました。 

また、毎月の財務局による保管地金の確認検査に合格し、保管地金の亡失はあり

ませんでした。 
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（２）勲章等の製造等 

 

①勲章等及び金属工芸品の製造等 

 

イ．勲章の製造 

勲章は、国家が与える栄誉を表象する重要な製品であり、美麗・尊厳の諸要

素を兼ね備えたものであることが要求されることから、精巧な技術と細心の注

意を払って熟練した職員の手により確実に製造することとし、内閣府賞勲局と

の間で締結した勲章等製造請負契約に基づく２９，２５３個を確実に製造、納

品しました。 

更に、培われてきた伝統技術の確実な維持・継承と職員の技術向上が必要不

可欠であるため、ＯＪＴ（職場内教育）に加え、外部研修として芸術大学への

職員の派遣、外部講師による研修の実施等を行い、一方で、勲章の製造工程の

うちで機械化が可能な部分については極力マシニングセンタ等の自動化機械

を利用して省力化に努める等、採算性の確保に向けた製造工程の効率化等を図

りました。 

 

ロ．金属工芸品の多様化等 

幅広い国民のニ－ズに応えるため、製品の多様化、高品質化に努めた結果、

顧客ニ－ズに即した製品として、聖徳太子肖像メダル（金製及び銀製）を開発

し、約８千個を販売しました。 

また、新たに異種金属を組み合わせたバイメタル製品として鴛鴦（おしどり）

文鎮を開発し、１００個を販売しました。 

 

②貴金属の品位証明 

 

貴金属の品位証明等の業務については、消費者保護や貴金属取引の安定に寄与す

るものですが、一方で、最近の受注動向を受けて、業務運営方法を見直しや経費削

減策について検討し人員削減等による経費削減に努めるとともに、採算性確保の観

点も考慮しつつ適切な手数料体系についての検討を行いました。 

また、顧客の利便に供するため、貴金属製品の品位証明にかかる依頼及び返還に

際して宅配の利用ができるようにするとともに、品位証明等の手数料の納入に際し

て銀行振込を可能としました。 

更に、これまで築き上げてきた信用力のある造幣局の品位証明について国民各層

に理解を深めてもらえるよう、イベント会場等でのポスタ－掲示やパンフレット

等の配布を行うなど、積極的に広報活動を展開しました。 
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３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画に対する実績 

 

業務運営の効率化に関する目標を達成するため、造幣局の組織運営形態に合わせた

適切な部門別管理を行うことにより、採算性の確保を図った結果、経常収支比率は、

目標の１００％を上回る１１３．８％となりました。 

また、ＥＲＰ等を使用することにより適切な在庫管理に努め、棚卸資産回転率が前

年度の２．８６回を上回り、３．３０回となりました。 

更に、財務内容について、できる限り民間企業と同等の内容の情報開示を行い、透

明性のある業務運営を行うこととし、官報等により情報を開示するとともに、内容を

刷新した広報誌に新たに財務諸表の要旨等の業務実績の概要を掲載した小冊子を挟

み込むことにより、国民に財務内容等をわかりやすく開示するように努めました。 

 

（１）予算及び決算 

 

平成１６年度予算及び決算 

 

（単位：百万円） 

区      別 予算額 決算額 

収     入 

業務収入 

その他の収入 

計 

29,719

171

29,891

 

33,499 

226 

     33,725 

支     出 

業務支出 

  原材料の仕入支出 

人件費支出 

その他の業務支出 

貨幣法第10条に基づく国庫納付金の支払額

施設整備費 

計 

23,571

4,990

11,299

5,815

1,467

4,823

28,395

 

25,654 

5,455 

11,211 

5,272 

3,716 

2,744 

28,399 

 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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（２）収支計画及び実績 

 

 

平成１６年度収支計画及び実績 

 

（単位：百万円） 

区     別 計画額 実績額 

収益の部 

売上高 

 営業外収益 

  宿舎貸付料等 

 特別利益 

   計 

28,304

170

170

0

28,474

 

35,021 

228 

228 

2 

35,252 

費用の部 

売上原価 

（貨幣販売国庫納付金） 

販売費及び一般管理費 

営業外費用 

固定資産除却損等 

特別損失 

  計 

20,253

1,467

6,688

358

358

0

27,299

23,989 

3,716 

6,891 

95 

95 

80 

31,056 

純利益 1,175 4,196 

目的積立金取崩額 0 18 

総利益 1,175 4,214 

 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 
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（３）資金計画及び実績 

 

 

平成１６年度資金計画及び実績 

 

（単位：百万円） 

区     別 計画額 実績額 

資金収入 

業務活動による収入 

業務収入 

その他の収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

前年度よりの繰越金 

 

資金支出 

業務活動による支出 

原材料の仕入支出 

人件費支出 

その他の業務支出 

貨幣法第10条に基づく国庫納付金の支払額

投資活動による支出 

財務活動による支出 

翌年度への繰越金 

39,743

29,865

29,694

170

0

0

9,878

39,743

26,008

4,753

11,299

8,074

1,883

3,802

1

9,932

49,213 

34,698 

34,417 

282 

3 

0 

14,512 

 

49,213 

25,352 

5,864 

11,684 

5,915 

1,889 

10,529 

1 

13,331 

 

（注）各欄積算と合計欄の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがあります。 

 

４．短期借入金の状況 

   

実績はありません。 

 

５．重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画に対する実績 

 

実績はありません。 
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６．剰余金の使途 

 

平成１５年度の損益計算により生じた利益の一部については、独立行政法人通則法

第４４条第３項に規定する剰余金の使途に充当（目的積立金の計上）したいとする申

請を行い、主務大臣から６５８,３７６,２３０円の計上が承認されたことから、これ

を有効に活用していくこととしました。 

 平成１６年度においては、職員の資質向上のためのマネジメント研修、職場環境の

整備のためのメンタルヘルス診断、光触媒による人工観葉植物の設置、分煙用喫煙室

取設工事、並びに環境保全のための樹木名表示板による樹木管理の充実を図ったこと

で、目的積立金の利用額は、１７,７７５,４２９円となりました。 

 

７．その他財務省令で定める業務運営に関する事項 

 

（１）人事に関する計画に対する実績 

 

①職員の資質向上のための研修計画に対する実績 

平成１６年度の研修については、実施時期、実施内容、実施方法等に十分な検討

を加え、低コストで効率的・効果的、また、柔軟でより広範な研修となるように研

修計画を策定しました。 

また、新たな取組みとして、経営マインドの醸成を図ることを目的とした多岐に

わたるマネジメント教育強化研修と、心の健康の保持増進を図ることを目的とした

メンタルヘルス研修を計画し実施しました。 

研修の参加人員は、前年度実績の４６６人を大きく上回る１,４２８人となりま

した。 

 

②人員計画に対する実績 
人員の重点的かつ効果的な配置を行い、柔軟で機動的な組織運営が行える体制を

構築するとともに、自動化機器の導入等による効率化投資により総員の抑制を図る

こととし、人事に関する計画については事後評価を行い、必要に応じて見直しを行

うことで、より一層効率的で効果の高い計画となるように努めました。 

具体的には、採用抑制等による計画的削減を実施するとともに、各部門の配置人

員については中長期的な視点に立った人的資源の有効活用を図る観点から、年齢構

成や技能の伝承をも考慮しました。 

また、重要ポストへの配置にあたっては、人物本位で経験と勤務実績に応じた人

材の登用を行い、組織の活性化を図りました。 

なお、人員計画を実行した結果、平成１７年度期初人員（常勤職員数）は、前年

度期初人員から３３人減の１,１４３人となりました。 
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（２）施設、設備に関する計画に対する実績 

 

中期計画で策定した計画を基本としつつ、案件ごとに中期計画との整合性、目的、

必要性及び緊急性等を検証のうえ、貨幣自動検査装置をはじめとする貨幣製造事業

関連を中心とした施設、設備に関する計画を策定するとともに、この計画について

は事後評価を行い、必要に応じて見直しを行うことにより、より一層効率的で効果

の高い計画とするように努めました。 

 

 

平成１６年度施設、設備に関する計画に対する実績 

                        （単位：億円） 

区  分 計画 実績 

貨幣部門 5.5 0.9

その他部門 0.5 0

共通部門 3.9 8.3
施設関連 

小 計 9.9 9.2

貨幣部門 15.0 13.6

その他部門 2.7 1.3

共通部門 4.4 1.3
設備関連 

小 計 22.1 16.2

合 計 32.0 25.4

 

（３）職場環境の整備に関する計画に対する実績 

 

快適な職場環境の実現と労働者の安全と健康を確保するため、労働安全衛生法を

はじめとした関係法令の遵守のみならず、平成１６年度における職場環境の整備に

関する計画を策定し、メンタルヘルスケアを含め、健康診断、保健指導、職場巡視、

並びに安全衛生教育等を実施することにより、安全で働きやすい職場環境の実現に

努めました。 

特に、職員のメンタルヘルスについては、その診断や予防、発見の仕組みを構築

する等、重点的に取り組みました。 

また、職場の空気環境の改善、やすらぎの付与、美観の向上等を図るため、光触

媒を活用した人工樹木・造花を作業場の休憩室等に設置するとともに、受動喫煙防

止対策として喫煙室取設工事を実施する等、職場環境の整備を図りました。 

なお、受動喫煙防止対策としての喫煙室取設工事等の快適な職場環境の形成に向

けた計画について、関係法令に基づき、都道府県労働局長による認定を受けるため

の申請を行った結果、大阪労働局長から快適職場推進計画認定証が交付されました。 
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（４）環境保全に関する計画に対する実績 

 

「地球温暖化対策の推進に関する法律」に基づく政府の事務及び事業に関する温

室効果ガスの排出の抑制等のための実行計画に定められる目標に準じて、電気・ガ

ス等の資源・エネルギー使用量の削減、リサイクルへの取り組み、廃棄物の縮減等

を通じて、環境への調和のとれた事業活動を展開することとし、廃棄物等の削減、

リサイクルの推進、省資源・省エネルギー対策の実施などの環境保全に関する平成

１６年度計画を定め、その実現に努めるとともに、事後評価を行い、必要に応じて

見直しを行うことにより、より一層環境保全と調和のとれた事業活動を展開できる

ようにしました。 

なお、環境への負荷の軽減を図るため、環境マネジメントシステム ISO-14001 の

認証取得に向けた基礎調査等、準備作業を進めました。 

 

①リサイクル 

国から交付された回収貨幣については、新地金や製造工程内で発生する返り材

（スクラップ）と混ぜて溶解され、新しい貨幣を作る材料として１００％再利用し

ました。 

 

②省エネ対応機器の購入 

廃棄物の減量等、リサイクルの推進、省資源・省エネルギ－対策の実施、環境物

品調達の推進、環境保全に関する啓蒙活動の推進を項目とする「平成１６年度環境

保全計画」を策定し、省エネ対応機器の調達を推進した結果、２５件の調達実績と

なりました。 

 

③光熱水量の使用量削減 

エネルギーの効率的使用、無駄使いの排除を推進することにより、使用光熱水量

の削減に努めましたが、貨幣製造枚数が対前年度比で１２％減の１２.２億枚に減

少したこと及びこれに伴う製造１単位当たりのコスト上昇を抑制、吸収するため、

極力造幣局内の製造工程による作業に切り替えたことにより、第１種エネルギ－管

理指定工場（本局および広島支局）における「貨幣の製造に係るエネルギ－消費原

単位」は対前年度比約６.３％程度の増となりました。 




